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栃木県出資法人等指導指針 

 

１ 趣 旨 

 
県が出資又は出えんして設立し、あるいは各種支援を行っている法人等（以下「出資法人

等」という。）については、これまで県政運営の重要な一翼を担い、公益的・公共的な活動を

展開し、県の役割を補完し公的サービスを提供するなど、県民福祉の向上等のため大きな

役割を果たしてきたところである。 

県では、これら出資法人等に対し、平成１５年１月に「栃木県外郭団体等指導指針」を

策定し、経営の合理化等の指導に関する基本的な考え方を示し、これまで、派遣職員の引き揚

げや経営指導など、効率的かつ自立的な経営に向けての指導を行ってきたところである。 

他方、現在の出資法人等を取り巻く環境を見ると、超低金利水準の継続に伴う財産運用

収入の減少といった経済的環境の悪化、本格的な地方分権型社会を迎え、県、市町村や民

間等との役割分担の適正化、指定管理者制度を始めとする公的サービスへの民間等の参入な

どに伴い、設立趣旨や存在意義が希薄化している出資法人等のあり方の見直しが喫緊の課

題となるなど、時代の要請に合わせた、更なる対応が強く求められている。 

このため、統廃合を含めた出資法人等のあり方、人的・財政的支援などの県の関与のあ

り方等を根本的に見直し、より一層の効率的な経営を促すために必要な指導事項について、

この指針において規定するものである。 

 

２ 出資法人等の定義 

 

（１） この指針において「出資法人等」とは、県政と密接な関係を有する法人であって、次の

各号のいずれかに該当するものをいう。 

① 栃木県土地開発公社、栃木県道路公社及び栃木県住宅供給公社 

② 県が資本金・基本金その他これらに準ずるものを出資している法人（主たる事務所

又は本店等の所在地が県外のものを除く。） 

  ③ 前２号に掲げるもののほか、知事がこの指針に基づく指導の対象とする必要がある

と認めた法人 

 

（２）知事は、出資法人等のうち、特に重点的に指導を行う必要があると認めた法人を、「特

定指導法人」として毎年度指定する。 

 

３ 所管部長の責務 

 

（１）出資法人等を所管する部局の長（以下「所管部長」という。）は、所管する出資法人

等の経営の適正化及び活性化の一層の推進に資するため、経営状況を把握するとともに、

出資法人等に対する県の関与の度合に応じて必要かつ適切な指導等を行う。 

 

（２）所管部長は、前記（１）の指導を行うに当たっては、関係法令や規則等に基づくもの

とする。なお、知事の所管に属する公益法人に対する指導（以下「公益法人指導」とい

う。）に係る関係規則等の対象外とされている出資法人等についても、経営状況の公表等、

必要に応じて公益法人指導に準じた指導を行うものとする。 
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（３）所管部長は、出資法人等の経営状況を経営管理部長に報告するものとする。 

 

４ 特定指導法人の指導 

  所管部長は、特定指導法人の指導に当たり、県と民間等との役割分担を明確にするとと

もに、特に次の事項に十分留意するものとする。 

 

（１）法人経営の一層の適正化 

   県民ニーズに的確に対応した事業の合理的かつ効果的な執行や定期的な見直しのほ

か、役職員の一層の資質向上と活性化に努めるとともに、情報公開の推進に努めること。 

   また、法人経営の検討においては、上記の見直しに併せて、事業に見合う適正規模の

組織体制とするとともに、役職員数や給与水準等についても、適正化を図ること。 

 

（２）法人のあり方の見直し 

  ① 次に掲げる場合にあっては、廃止又は縮小を検討すること。 

   ア 設立の目的が達成された場合又は達成が予測されるようになった場合 

   イ 実績が低下するなど事業の必要性が少なくなった場合 

   ウ 事業の内容が県や他の団体又は民間企業と競合するようになった場合又は競合

が予測されるようになった場合 

   エ 経営状況からみて、中長期的にも累積欠損の解消が困難と判断される場合 

  ② 統合により組織体制の簡素化や事業の合理化等が期待できる場合、その他前記①に

該当するが廃止又は縮小までには至らない場合には、統合を検討すること。 

  ③ 前記②に該当するが、法的制約等によりただちに統合までに至らない場合について

は、事務局の一元化等、部分的な統合を検討すること。 

  ④ 当該法人のあり方の見直し検討結果に基づき、対応方針を策定し、別に定める方法

により公表すること。 

 

（３）県職員の派遣等 

 県職員の当該法人への派遣等は、「公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する

法律」及び「公益法人等への職員の派遣等に関する条例」の趣旨に沿って、真に必要な場合

に限り実施すること。 
   また、自立した経営を目指すため、派遣職員等の計画的な引き上げを行うこと。 

 

（４）県の財政支援 

   補助金、委託料、貸付金並びに負担金等の財政支援については、その支援の趣旨に従

い適正に執行すること。なお、設立後一定期間を経過したものは、その必要性、効果、

コストの妥当性等を検証した上で、県の財政支援を行うこと。 

 

（５）経営点検評価の実施 

  ① 経営状況の把握は、経営点検評価を毎年実施することにより行い、その結果を公表

するものとする。 

  ② 経営点検評価の実施方法は別に定める。 
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５ 特定指導法人以外の出資法人等の指導等 

  所管部長は、特定指導法人以外の出資法人等の指導等を行う際は、出資法人等の県の関

与の度合等を勘案し、必要に応じ、上記４に準じた指導又は助言を行うものとする。 

 

６ 総合調整機能 

 

（１）次の各号のいずれかに該当する出資法人等のあり方の検討は、所管部長とともに、経

営管理部長が行うものとする。 

  ① 特定指導法人に指定された法人 

② 業務等の内容が複数の部局にまたがる法人 

 

（２）出資法人等の指導にあたって、次の各号のいずれかに該当する指導項目については、

所管部長は経営管理部長に協議するものとする。  

  ① 給与水準や人員配置などの組織運営体制の指導 

② 県職員派遣等の人的支援に関する指導 

  ③ 運営補助、委託事業等の財政支援に関する指導 

 

（３）経営管理部長は、出資法人等の指導に関し、必要に応じて所管部長に報告を求めるこ

とができる。 

 

７ 適切な進行管理 

 

（１）実行計画の策定 

      所管部長は、本指針に基づき、出資法人等の指導を行う際には、「栃木県行財政改革大

綱」の取組スケジュールと整合性をはかるものとし、出資法人等の指導を行うための、

実行計画を策定するものとする。 

 

（２）所管部長及び経営管理部長は、４（２）④の対応方針を策定する際には、「栃木県行政

改革推進委員会」の意見を聴取するものとする。 

 

８ その他 

この指針に定めるもののほか、出資法人等の指導及び調整に関し必要な事項は、経営管

理部長が別に定める。 

            

附 則 

（施行期日等） 

 この指針は、平成１８年４月１１日から適用する。 

 栃木県外郭団体等指導指針は廃止する。 

 

   附 則 

 この指針は、平成１９年４月１日から適用する。 

 


